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貸 借 対 照 表 

(平成３１年３月３１日現在) 

(単位：千円) 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

流 動 資 産 4,238,457 流 動 負 債 1,640,634 

 現 金 及 び 預 金 2,870,925  買 掛 金 6,981 

 売 掛 金 509,333  短 期 借 入 金 200,000 

 商 品 7,533  リ ー ス 債 務 26,211 

 貯 蔵 品 2,036  未 払 金 1,241,763 

 前 払 費 用 21,474  未 払 費 用 39,379 

 未 収 入 金 887,937  未 払 法 人 税 等 72,530 

 未 収 消 費 税 等 6,508  未 払 消 費 税 等 9,047 

 そ の 他 3,110  前 受 金 23,169 

 貸 倒 引 当 金 △70,402  販 売 促 進 引 当 金 17,675 

    そ の 他 3,875 

固 定 資 産  4,855,096 固 定 負 債  62,388 

有形固定資産 242,982  リ ー ス 債 務 55,714 

 建 物 154,386  長 期 未 払 金 6,673 

 工 具 器 具 備 品 7,777    

 リ ー ス 資 産 80,819 負 債 合 計 1,703,023 

無形固定資産 88,567 純  資  産  の  部 

 ソ フ ト ウ ェ ア 46,905 株 主 資 本  7,407,701 

 ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 28,080 資本金 490,000 

 電 話 加 入 権 13,436 資本剰余金 4,410,765 

 そ の 他 146 資 本 準 備 金 315,134 

投資その他の資産 4,523,545 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,095,631 

 投 資 有 価 証 券 576,053 利益剰余金 2,506,935 

 長 期 貸 付 金 3,885,863 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,506,935 

 差 入 保 証 金 3,994 新事業開拓事業者投資損失準備金 28,959 

 破 産 更 生 債 権 等 6,763 繰 越 利 益 剰 余 金 2,477,976 

 繰 延 税 金 資 産 54,846 評価・換算差額等 △17,170 

 そ の 他 2,787  そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △17,170 

 貸 倒 引 当 金 △6,763 純 資 産 合 計 7,390,530 

資 産 合 計 9,093,553 負 債 及 び 純 資 産 合 計 9,093,553 
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損 益 計 算 書 

自  平成 ３０年 ４月   １日 

至  平成 ３１年 ３月 ３１日 

(単位：千円) 

科     目 金     額 

 売 上 高  4,336,842 

 売 上 原 価  2,300,794 

  売 上 総 利 益  2,036,047 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,239,872 

  営 業 利 益  796,174 

 営 業 外 収 益   

  受 取 利 息 47,254  

  有 価 証 券 評 価 益 2,688  

  そ の 他 420 50,362 

 営 業 外 費 用   

  支 払 利 息 1,897  

  そ の 他 1,297 3,195 

  経 常 利 益  843,342 

 特 別 利 益   

 特 別 損 失   

  固 定 資 産 除 却 損 267 267 

 税 引 前 当 期 純 利 益  843,075 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 112,744  

 法 人 税 等 調 整 額 148,422 261,167 

 当 期 純 利 益  581,908 
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株主資本等変動計算書 

自  平成 ３０年 ４月   １日 

至  平成 ３１年 ３月 ３１日 

 

(単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 
その他利益剰余金 

その他積立金 繰越利益剰余金 

平成30年４月１日残高 490,000 315,134 4,095,631 4,410,765 23,926 2,801,094 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当 － － － －  △899,993 

当期純利益 － － － －  581,908 

新事業開拓事業者投 
資損失準備金の積立 

    10,918 △10,918 

新事業開拓事業者投 
資損失準備金の取崩 

    △5,885 5,885 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

－ － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － － － 5,033 △323,118 

平成31年３月31日残高 490,000 315,134 4,095,631 4,410,765 28,959 2,477,976 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額 
等合計 

 
利益剰余金合計 

 

平成30年４月１日残高 2,825,020 7,725,786 △23,700 △23,700 7,702,086 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当 △899,993 △899,993 － － △899,993 

当期純利益 581,908 581,908 － － 581,908 

新事業開拓事業者投 
資損失準備金の積立 

－ － － － － 

新事業開拓事業者投 
資損失準備金の取崩 

     

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額) 

－ － 6,529 6,529 6,529 

事業年度中の変動額合計 △318,085 △318,085 6,529 6,529 △311,555 

平成31年３月31日残高 2,506,935 7,407,701 △17,170 △17,170 7,390,530 
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(１)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のあるもの ········· 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。 

市場価格のないもの ········· 移動平均法による原価法を採用しております。 

                  なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への 

出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券と 

みなされるもの)については、組合契約に規定される決 

算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、 

持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 ························· 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用しており

ます。 

貯蔵品 ······················· 先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用してお

ります。 

 

(３)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法により償却しております。ただし、法人税法の改正に伴い平成 28 年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の少額資産については、３年間で均等償却

を行っております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ８年～18年 

工具器具備品 ４年～10年 

 

②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(主として５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
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ス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

(４)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては、特例処理を採用しております。 

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

借入金利息の金利変動リスクをヘッジするために、金利スワップを利用しております。 

 

③ヘッジ方針 

主に金利変動リスクを回避するためにデリバティブ取引(金利スワップ)を行い、投機

目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。 

 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性

の評価を省略しております。 

 

⑤その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

デリバティブ取引の管理規程等に基づき、デリバティブ取引に係る締結業務は経理部

門が担当し、契約締結については社内決裁を受けております。なお、当社の金利スワッ

プ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の金融機関であるため、相手方の契約不

履行によるリスクは極めて少ないものであると認識しております。 

 

(５)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

 

②販売促進引当金 

新規ユーザー獲得を目的とする、ユーザー還元費用に対する支出に備えるため、サー

ビス提供を開始したユーザーに対し、キャンペーン内容に基づき算出した将来の行使見

込額を計上しております。 

 

(６)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
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(７)会計方針の変更 

    該当事項はありません。 

 

(８)表示方法の変更 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28号 平成 30年 2月 16 日。 

以下「税効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資 

その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更してお 

ります。 

 

(９)会計上の見積りの変更 

該当事項はありません。 

 

(10)追加情報 

該当事項はありません。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(１)有形固定資産の減価償却累計額 429,117千円 

 

(２)保証債務 

他の会社の金融機関からの借入債務に対し、債務保証を行っております。 

会社名 金額 

フリービット株式会社 5,674,285千円 

株式会社アルク 91,669千円 

 

上記の内、1,200,000 千円の債務保証については、以下の財務制限条項が付されており

ます。 

 

１．当社に関する財務制限条項 

 該当ありません。 

２．フリービット株式会社に関する財務制限条項 

フリービット株式会社は、各事業年度および第２四半期(以下、本号において、各事業年

度または第２四半期を「本・中間決算期」という。)の末日における監査済みの連結の

貸借対照表に示される純資産の部の金額を、当該本・中間決算期の直前(６か月前)の

本・中間決算期の末日または平成 28 年 10 月第２四半期の末日における監査済みの連

結の貸借対照表に示される純資産の部の金額のいずれか大きいほうの 75パーセントの

金額以上に維持しなければならない。 

 

②フリービット株式会社は、各四半期の末日における監査済みの連結の貸借対照表に示

される純有利子負債の金額(当該貸借対照表における「短期借入金」、「長期借入金」、

「1 年以内返済予定の長期借入金」、「社債」、「1 年以内償還予定の社債」、「新株
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予約権付社債」、「1 年以内償還予定の新株予約権付社債」、「コマーシャルペーパー」

および「割引手形」の合計金額より、当該貸借対照表における「現金及び預金」の金

額を控除した金額をいう。)を 30 億円以下に維持しなければならない。 

 

 

(３)関係会社に対する債権債務  

 短期金銭債権 10,026千円 

 長期金銭債権 3,885,863千円 

 短期金銭債務 246,716千円 

 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

売上高 130,933千円 

営業費用 2,103,332千円 

営業取引以外の取引高 47,227千円 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(１)当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 47,468株 

 

(２)配当に関する事項 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当金の原資 

１株式当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成30年６月14日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 899,993 利益剰余金 18,960 平成30年３月31日 平成30年６月15日 

 

２．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当金の原資 

１株式当たり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

令和元年６月19日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 899,993 利益剰余金 18,960 平成31年３月31日 令和元年６月20日 
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５．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

繰越欠損金 21,095千円 

貸倒引当金繰入超過額 23,628千円 

未払賞与 5,854千円 

有価証券評価損 5,930千円 

販売促進引当金 5,424千円 

売上計上 794千円 

保証金償却 6,697千円 

その他 11,678千円 

繰延税金資産小計 81,103千円 

評価性引当額 △13,015千円 

繰延税金資産合計 68,088千円 

  

繰延税金負債  

新事業開拓事業者投資損失準備金 12,780千円 

その他 460千円 

繰延税金負債合計 13,241千円 

  

繰延税金資産の純額 54,846千円 

  

繰延税金資産の純額は財務諸表の以下の項目に含まれております。 

固定資産－繰延税金資産 54,846千円  

 

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、サーバー、ルーターなどのネットワーク関連機器の

一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

７．金融商品に関する注記 

(１)金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による

方針であります。 

売掛金及び未収入金に係る顧客の信用リスクは、期日管理及び残高管理を定期的に行い、リ

スクの低減を図っております。 

貸付金に係るリスクは、貸付先ごとの期日管理及び残高管理を行うと共に、定期的に貸付先
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の財務状況を把握することにより、回収懸念の早期把握や低減を図っております。 

投資有価証券は主として債券であり、四半期毎に時価を把握し、適宜、保有状況を見直して

おります。 

営業債務である買掛金及び未払金は全て１年以内の支払期日であります。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。 

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に必要な資金調達を目的とした

ものであります。なお、デリバティブ取引は社内管理規程に基づき実施しております。 

 

 

(２)金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金 2,870,925 2,870,925  － 

(2)売掛金 509,333 509,333  － 

(3)未収入金 887,937 887,937  － 

(4)長期貸付金 3,885,863 3,885,863  － 

(5)投資有価証券 576,052 576,052  － 

(6)買掛金 (6,981) (6,981)  － 

(7)未払金 (1,241,763) (1,241,763)  － 

(8)短期借入金 (200,000) (200,000)  － 

(*1)  負債に計上されているものについては、(  )で示しております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)未収入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(4)長期貸付金 

変動金利のため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(5)投資有価証券 

これらの時価は取引金融機関から提示された価格によっております。 

(6)買掛金、(7)未払金、(8)短期借入金、 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

(単位：千円) 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等

の所有 

(被所有)

割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親

会

社 

フ リ ー

ビット 

株 式 会

社 

被所有 

直接 

100.0 

インター

ネット接

続事業に

おける業

務提携 

 

役員の兼

務等 

業務受託収入＊

１ 
130,573 売掛金 10,015 

販売用商品の仕

入＊１ 
800 買掛金 0 

専用回線の賃借

及びクラウド

サービス費用＊

１ 

1,686,919 未払金 157,762 

事務所の賃借＊

２ 
46,087 未払金 8,422 

業務委託の支払

＊１ 
44,890 未払金 8,599 

カスタマーサ

ポートサービス

＊１ 

29,310 未払金 346 

金銭の貸付 

＊３ 
716,214 

短期貸付金 0 

長期貸付金 3,885,863 

利息の受取 

＊３ 
47,227 － － 

債務保証 

＊４ 
5,674,285 － － 

被債務保証 

＊５ 
200,000 － － 

債権回収代行＊

１ 
363,693 未払金 28,128 

(注)１ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

＊１：当社と特別の関係を有しない他社との条件を参考に、協議の上決定しております。 
＊２：親会社における第三者からの賃借料に基づいて決定しております。 

＊３：金銭の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保の

提供は受けておりません。 

＊４：債務保証については、保証料は受領しておりません。 

＊５：被債務保証については、保証料の支払いは行っておりません。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 155,695円 

１株当たり当期純利益 12,258円95銭 

 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


